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（ＴＥＬ．０３－５９６２－２０９３） 

 

 

当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）に関するお知らせ 

 

当社は、平成24年６月28日開催の当社定時株主総会において、当社の企業価値・株主共

同の利益の確保およびお客様の信頼の基礎である輸送の安全を確保する取り組みとして、

当社に対する濫用的な買収等を未然に防止することを目的とする、当社株式の大量買付行

為に関する対応策いわゆる買収防衛策（以下「旧プラン」といいます。）について株主様

のご承認をいただき、現在その効力が生じておりますが、旧プランにつきましては、平成

27年６月26日開催の当社定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）終結の時

をもって有効期間が満了となります。 

当社は、旧プランの更新について検討してまいりました結果、本日開催の取締役会によ

り、今後も上記目的を達成するため、買収防衛策（以下、本定時株主総会に提案する買収

防衛策を「本プラン」といいます。）の導入について株主様にお諮りすることを決議いた

しましたのでお知らせいたします。 

  

記 

 

１ 本プランの概要 

本プランの概要は、以下のとおりです。（その詳細については、下記「２ 本プラン導

入の目的」以下をご参照下さい。） 

（１）目的 

本プランは、当社株式の大量買付行為が行われる場合に、株主様が適切な判断をす

るために必要・十分な情報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保

することなどにより、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上ならびに輸

送の安全を確保・向上させることを目的としています。 
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（２）手続の設定 

本プランは、当社株券等の20％以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に

事前の情報提供を求める等、上記（１）の目的を実現するために必要な手続を定めて

います。（その詳細については下記「３（１）本プランに係る手続」をご参照下さい。） 

（３）新株予約権の無償割当てによる本プランの発動 

買収者が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買収を行う場合や当社の

企業価値および株主共同の利益の確保・向上ならびに輸送の安全の確保・向上に対す

る明白な侵害をもたらすおそれがあると認められる場合等（その要件の詳細について

は下記「３（２）本新株予約権の無償割当ての要件」をご参照下さい。）には、当社

は買収者等による権利行使は認められないとの行使条件および当社が買収者等以外の

者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約

権（その主な内容は下記「３（３）本新株予約権の無償割当ての概要」にて後述する

ものとし、以下「本新株予約権」といいます。）を、その時点の全ての株主に対して

新株予約権無償割当ての方法により割り当てます。 

本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、その行使または当社による

取得に伴って買収者等以外の株主様に当社株式が交付された場合には、買収者の有す

る当社の議決権割合は、無償割当て以前に比して最大50％まで希釈化される可能性が

あります。 

（４）独立委員会の利用 

本プランに従った本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断に

ついては、当社取締役会の恣意的判断を排するため、当社の業務執行を行う経営陣か

ら独立している委員のみから構成される独立委員会（その詳細については下記「３ 

（５） 独立委員会の設置」をご参照下さい。）の客観的な判断を経るとともに、株主

様への情報開示を通じて透明性を確保することとしています。 

また、独立委員会は、本新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判

断した場合でも、本新株予約権の無償割当てを実施することについて株主総会の決議

を経ることが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、株主総会を招

集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を諮ることの勧告を行い、当社

取締役会は、実務面を含め株主総会の開催が著しく困難な場合を除き、速やかに株主

総会を開催し、本新株予約権による無償割当ての実施に関する議案を付議する旨の決

議を行います。 

 

２ 本プラン導入の目的 

当社の株主共同の利益の確保・向上ならびに輸送の安全の確保・向上に向けて、当社

を中核とする東武グループは、信頼の確立と成長基盤の確立を基に事業活動を推進して

おりますが、この事業活動の根幹にあるものが「安全・安心」の提供であり、すべての
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事業における信頼の基礎である「安全・安心」を提供し続けることが、東武グループ全

体の企業価値および株主共同の利益の確保・向上の根幹をなすものと考えております。 

また、当社は、東武グループの中長期的な成長のため運輸事業を中心に、レジャー、

不動産、流通、その他の各セグメントにおいて収益拡大を継続できる経営基盤の強化に

努めることで、引き続き企業価値・株主共同の利益の確保・向上をはかってまいる所存

であります。 

当社は、企業価値および株主共同の利益の確保・向上ならびに当社の基幹事業である

運輸業における輸送の安全を確保するための取り組みを一層推進してまいりますが、近

時、わが国の株式市場等においては、買付の対象となる会社の経営陣の賛同を得ること

なく、一方的に大量の株式の買付を強行するといった事例がみられるようになりました。 

もとより、当社は、株式の大量買付であっても、当社の株主共同の利益の確保・向上

ならびに輸送の安全の確保・向上に資するものであれば、これを一概に否定するもので

はありません。 

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値および株主共

同の利益ならびに輸送の安全の確保・向上に対する明白な侵害をもたらすもの、株主様

に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主様が買付

の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分

な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値および株主共同の利益ならびに

輸送の安全の確保・向上に資さないものも少なくありません。 

当社は、信頼の確立、成長基盤の確立を基に継続的に企業価値および株主共同の利益

を確保・向上させていくために、経営の根底にある「安全・安心」の提供や鉄道事業者

としての公共的使命に関する基本的な考え方を、今後も引き続き維持・推進していくこ

とが不可欠であると考えます。 

東武グループでは、「東武グループ中期経営計画 2014～2016」を策定し、前中期経営

計画「東武グループ中期経営計画 2010～2013」期間中に実現した東京スカイツリータウ

ンプロジェクトを含めた各事業の収益基盤の強化に注力することに加え、2020 年も見据

えた今後の収益源となる事業創出に取り組み、将来にわたる持続的成長を目指しており

ます。 

東武グループにとって、鉄道事業は将来にわたる経営の柱であり、鉄道を利用する多

くのお客さまに支えられ、今後も安定的な収益を確保していかなければならないと考え

ております。したがいまして、社会構造の変化等を踏まえたうえで、安全輸送体制のさ

らなる充実と沿線ネットワークの活用等お客様のニーズに合った質の高い輸送サービス

の提供により、鉄道需要を創出・拡大してまいります。 

また、東京スカイツリータウンにおきましては、観光立国日本のシンボルとして「に

ぎわい」と「活力」を継続すべく、来場者の維持拡大に向け積極的な販売促進施策を展

開し、継続的な収益力強化をはかってまいります。加えて、観光戦略の展開にあたって
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は、東京スカイツリータウンや世界遺産の日光をはじめとした沿線各地の既存観光資源

を活かすとともに、新たな観光資源の発掘など、沿線の自治体とも連携したうえで、国

内はもとより世界に目を向けた誘客施策を推進することにより、交流人口の増加につな

げ沿線と地域の活性化をはかってまいります。さらに、沿線の生活価値向上に向けて、

沿線居住者やお客様に対して、地域資源を活かしつつ魅力あるサービスを提供してまい

ります。 

これらの取組みを通じ、事業の効率性を向上させるために、東武グループの事業活

動の原点である「安全・安心」を基本に、人口減少・少子高齢化など経営環境の変化

に対応した効率的な事業展開を図るとともに、グループ会社の自主自立経営や競争力

の強化によりグループ全体の収益性向上を目指しております。また、これらとあわせ

て、適正な設備投資などによりフリーキャッシュフローを確保することで財務体質の

強化を図り、健全性の向上を目指しております。 

このような経営戦略が、当社株式の大量買付を行う者により短期的な利益のみを追求

するような経営に変わるようなことがあれば、当社の企業価値および株主共同の利益な

らびに輸送の安全の確保・向上は損なわれることになります。 

こうした事情に鑑み、当社取締役会は、当社株式に対する不適切な買付により当社の

企業価値および株主共同の利益ならびに輸送の安全の確保・向上が毀損されることを防

止するためには、買付に応じるべきか否かを株主様が判断し、あるいは当社取締役会が

代替案を提案するために必要な情報や時間を確保すること、および株主様のために買付

者等と交渉を行うこと等を可能とするための体制を、平時において整えておくことが必

要不可欠との結論に達しました。 

当社取締役会は、平成24年6月28日開催の定時株主総会において、本プランと同内容の

旧プランについて株主様のご承認をいただきましたが、旧プランは、本定時株主総会終

結の時をもって有効期間が満了となりますので、本定時株主総会においてご承認いただ

けることを条件に、以下「３ 本プランの内容」のとおり平時の買収防衛策を引き続いて

導入することを決定いたしました。 

なお、現在、当社が具体的に上述のような不適切な買付等の脅威に直面している事実

はありません。平成27年３月31日現在における当社の大株主の状況は、別添「当社株式

の保有状況の概要」のとおりです。 

 

３ 本プランの内容 

（１）本プランに係る手続 

ア 対象となる買付等 

本プランは、下記①または②に該当する当社株券等の買付もしくはこれに類似す

る行為（以下「買付等」といいます。）がなされる場合を適用対象とします。 

買付等を行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）には、予め本プラン



 

                                     

 5 

に定められる手続に従っていただくことになります。 

   ① 当社が発行者である株券等（注１）について、保有者（注２）およびその共

同保有者（注３）の株券等保有割合（注４）が20％以上となる買付 

   ② 当社が発行者である株券等（注５）について、公開買付（注６）に係る株券

等の株券等所有割合（注７）およびその特別関係者（注８）の株券等所有割合

の合計が20％以上となる公開買付 

    （注１）金融商品取引法第27条の23第１項に定義するもの。 

    （注２）金融商品取引法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含みま

す。（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。） 

    （注３）金融商品取引法第27条の23第５項に定義するもの。同条第６項に基づき

共同保有者とみなされる者を含みます。 

    （注４）金融商品取引法第27条の23第４項に定義するもの。 

    （注５）金融商品取引法第27条の２第１項に定義するもの。 

    （注６）金融商品取引法第27条の２第６項に定義するもの。 

    （注７）金融商品取引法第27条の２第８項に定義するもの。 

    （注８）金融商品取引法第27条の２第７項に定義するもの。（当社取締役会がこ

れに該当すると認めた者を含みます。）ただし、同項第１号に掲げる者

については、発行者以外の者による株券等の公開買付の開示に関する内

閣府令第３条第１項で定める者を除きます。 

イ 買付者等に対する情報提供の要求 

買付等を行う買付者等は、当社取締役会が別段の定めをした場合を除き、当該買

付等の実行に先立ち、当社に対して、下記の各号に定める情報（以下「本必要情報」

といいます。）および当該買付者等が買付等に際して本プランに定める手続を遵守

する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「買付説明書」と総称します。）を当社

の定める書式により日本語で提出していただきます。 

当社取締役会は、上記買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に

提供します。 

独立委員会は、当該買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であると判

断した場合には、買付者等に対し、回答期限（60日を上限とします。）を定めたう

え、追加的に情報を提供するよう求めることがあります。この場合、買付者等にお

いては、当該期限までに、かかる情報を追加的に提供していただきます。 

① 買付者等およびそのグループ（共同保有者（注９）、特別関係者および（フ

ァンドの場合は）各組合員その他の構成員を含みます。）の詳細（具体的名称、

資本構成、経歴または沿革、事業内容、財務内容、当社の事業と同種の事業に

ついての経験等に関する情報を含みます。） 

② 買付等の目的、方法および内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、
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関連する取引の仕組み、買付等の方法の適法性等を含みます。） 

③ 買付等に際しての第三者との間における意思連絡の有無および意思連絡が存

する場合にはその内容 

④ 買付等の価格の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に

用いた数値情報および買付等に係る一連の取引により生じることが予想される

内容（そのうち他の株主に対して分配される内容を含みます。）およびその算

定根拠等を含みます。） 

⑤ 買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）

の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 

⑥ 買付等の後における当社グループの経営方針、事業計画、資本政策、配当政

策および資産活用策等（運輸事業における運輸政策、安全管理政策、投資政策、

運賃政策等を含みます。） 

⑦ 買付等の後における当社事業の安全対策の内容・計画、安全対策投資の金額、

安全管理規程の案文、安全統括管理者に就任予定の者の氏名・略歴・安全性に

関する意見等 

⑧ 買付等の後における当社の従業員、労働組合、取引先、顧客その他の当社に

係る利害関係者の処遇・対応方針 

⑨ 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 

⑩ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報 

（注９）金融商品取引法第27条の23第５項に規定される共同保有者をいい、同条第

６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。（当社取締役会がこ

れに該当すると認めた者を含みます。） 

なお、独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続に従うことなく買付

等を開始したものと認める場合には、引き続き買付説明書および本必要情報の提出

を求めて買付者等と協議・交渉等を行うべき特段の事情がある場合を除き、原則と

して、下記エ①記載のとおり、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当て

を実施することを勧告します。 

ウ 買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討 

① 当社取締役会に対する情報提供の要求 

独立委員会は、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上という観

点から、買付者等から買付説明書および独立委員会から追加的に提出を求めら

れた情報が提出された場合、当社取締役会の経営計画・事業計画等との比較検

討を行うために、当社取締役会に対しても、合理的な回答期限（原則として30

日を上限とします。）を定めたうえ、買付者等の買付等の内容に対する意見（留

保する旨の意見を含むものとします。以下同じとします。）およびその根拠資

料、代替案その他独立委員会が適宜必要と認める情報を提供するよう要求する
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ことができます。この場合、当社取締役会は、上記意見および代替案を独立委

員会に提示するものとします。 

② 独立委員会による検討等 

独立委員会は、買付者等の情報、および当社取締役会に対して上記のとおり

情報の提供を要求した場合にはその情報を受領してから原則として買付の対価

が円貨の場合最長60日間、それ以外の買付等の場合は最長90日間が経過するま

でに（ただし、下記エ③に記載する場合には、独立委員会は当該期間を最長30

日まで延長することができるものとします。）（以下「独立委員会検討期間」

といいます。）、買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の事業計画等

に関する情報収集・比較検討および当社取締役会の提示する代替案の検討等を

行います。また、独立委員会は、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・

向上という観点から、当該買付等の内容を改善させるために必要であれば、直

接または当社取締役会等を通じて当該買付者等と買付条件の改善等について協

議・交渉等を行い、または当社取締役会の提示する代替案の株主様に対する提

示等を行うことができるものとします。 

独立委員会の判断が、当社の企業価値および株主共同の利益ならびに輸送の

安全の確保・向上に資するようになされることを確保するために、独立委員会

は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認

会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得る

ことができるものとします。 

また、買付者等は、独立委員会が、直接または当社取締役会等を通じて、検

討資料その他の情報提供、協議・交渉等を求めた場合には、速やかにこれに応

じなければならないものとします。 

③ 情報開示 

当社は、買付者等から買付説明書が提出された旨、独立委員会の検討期間が

開始した旨、および本必要情報その他の情報のうち独立委員会が適切と判断す

る事項について、独立委員会が適切と判断する時点で速やかに株主様に対する

情報開示を行います。 

エ 独立委員会の勧告 

独立委員会は、買付者等が現れた場合には、上記ウに従い検討を行った上で、以

下のとおり当社取締役会に対する勧告等を行うものとします。 

独立委員会が当社取締役会に対して下記①ないし③に従った勧告等を行った場合

には、独立委員会は、当該勧告等の概要その他独立委員会が適切と判断する事項（下

記③に従い独立委員会の検討期間の延長を行う場合には、当該延長の期間およびそ

の理由の概要を含みます。）について、当社取締役会を通じて速やかに情報開示を

行います。 
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① 本プランの発動を勧告する場合 

独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、

または、買付者等の買付等の内容の検討、買付者との協議・交渉等の結果、買

付者等による買付等が下記「（２）本新株予約権の無償割当ての要件」に定め

る要件のいずれかに該当し、本新株予約権の無償割当てを実施することが相当

であると判断した場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当

てを実施すべき旨の勧告を行います。 

ただし、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施の勧告をした

後も、以下のいずれかの事由に該当すると判断した場合には、本新株予約権の

行使期間が開始するまでの間は、無償割当ての効力発生前においては本新株予

約権の無償割当てを中止し、また、無償割当ての効力発生後においては本新株

予約権を無償にて取得すべき旨の新たな勧告を行うことができるものとします。 

Ⅰ 当該勧告後に買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなく

なった場合 

Ⅱ 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等によ

る買付等が下記「（２）本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件

のいずれにも該当しないか、または該当しても本新株予約権の無償割当て

を実施することもしくは行使を認めることが相当でない場合 

なお、独立委員会は、本新株予約権の無償割当てを実施することが相当であ

ると判断した場合でも、本新株予約権の無償割当てを実施することについて株

主総会の決議を経ることが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対

して、株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を諮

ることの勧告を行います。 

② 本プランの不発動を勧告する場合 

独立委員会は、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉・

代替案の検討等の結果、買付者等による買付等が下記「（２）本新株予約権の

無償割当ての要件」に定める要件のいずれにも該当しない、または該当しても

本新株予約権の無償割当てを実施することが相当でないと判断した場合には、

当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施すべきでない旨の勧

告を行います。 

ただし、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての不実施の勧告をし

た後も、当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、上記①の本

プランの発動を勧告する場合に該当することとなった場合には、本新株予約権

の無償割当てを実施すべき旨の新たな勧告を行うことができるものとします。 

③ 独立委員会検討期間の延長を行う場合 

独立委員会が、当初の独立委員会検討期間終了時までに、本新株予約権の無
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償割当ての実施または不実施の勧告（株主総会を招集し、本新株予約権の無償

割当ての実施に関する議案を諮ることの勧告を含みます。）を行うに至らない

場合には、独立委員会は当該買付者等の買付等の内容の検討・当該買付者等と

の協議・交渉・代替案の検討等に必要とされる範囲内で、独立委員会検討期間

を延長する旨の決議を行います。ただし、この延長は最長30日間とします。 

上記決議により独立委員会検討期間が延長された場合、独立委員会は、引き

続き、情報収集・検討等を行うものとし、延長期間内に本新株予約権の無償割

当ての実施または不実施の勧告（株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当

ての実施に関する議案を諮ることの勧告を含みます。）を行います。 

オ 取締役会の決議 

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して、本新株予約権の無償

割当ての実施または不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行うものとし

ます。 

ただし、当社取締役会は、独立委員会から、株主総会を招集し、本新株予約権の

無償割当ての実施に関する議案を諮ることの勧告を受けた場合には、実務面を含め

株主総会の開催が著しく困難な場合を除き、速やかに株主総会を招集し、本新株予

約権による無償割当ての実施に関する議案を付議する旨決議するものとします。そ

して、当該株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案が可決

された場合には、当社取締役会は、株主総会における決議を経て、本新株予約権の

無償割当てに必要な手続きを遂行するものとします。（当該株主総会において、本新

株予約権の無償割当てに関する事項の決定を、当社取締役会に委任する旨の決議が

なされた場合には、本新株予約権の無償割当ての実施に関する取締役会決議を行う

ものとします。）一方、当該株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施に関

する議案が否決された場合には、当社取締役会は、本新株予約権の無償割当ての不

実施に関する決議を行うものとします。 

当社取締役会は、上記各取締役会決議を行った場合または上記株主総会決議が行

われた場合には、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項につい

て、速やかに情報開示を行います。 

なお、買付者等は、当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての不実施に関する

決議を行うまでの間、買付等を実行してはならないものとします。 

（２）本新株予約権の無償割当ての要件 

当社は、買付者等による行為等が下記のいずれかに該当し本新株予約権の無償割当

てを実施することが相当と認められる場合、上記「（１）本プランに係る手続 オ」に

記載される当社取締役会の決議または株主総会の決議を経て、本新株予約権の無償割

当てを実施します。 

なお、上記「（１） 本プランに係る手続 エ」のとおり、独立委員会が下記の要件
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に該当し本新株予約権の無償割当てを実施することが相当か否かについて検討し、実

施もしくは不実施の勧告（株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関

する議案を諮ることの勧告を含みます。）を必ず行い、当社取締役会は当該勧告を最

大限尊重して決定します。 

① 本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合 

② 当社の経営に参加する意思がなく、当社の株券等を買い占めることにより株

価を吊り上げて、当社の株券等を当社関係者に高値で引き取らせる目的の買付

等である場合 

③ 当社の経営を一時的に支配して、当社または当社グループ会社の資産等を廉

価に当該買付者等またはそのグループ会社等に移転させる等当社の犠牲のもと

に買付者等の利益を実現する経営を行う目的の買付等である場合 

④ 当社の会社経営を支配した後に、当社または当社グループ会社の資産を当該

買付者等またはそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目

的の買付等である場合 

⑤ 当社の経営を一時的に支配して、当社または当社グループ会社の資産等を処

分させ、その処分利益をもって一時的に高配当させるか、あるいはかかる一時

的高配当による株価の急上昇の機会を狙って当社の株券等を高値で売り抜ける

目的の買付等である場合 

⑥ 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階

目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等の株式買

付を行うことをいいます。）等株主様に株式の売却を事実上強要するおそれの

ある買付等である場合 

⑦ 当社取締役会に対して、当該買付等に対する代替案を提示するために合理的

に必要な期間を与えない買付等である場合 

⑧ 株主様に対して、本必要情報その他買付等の内容を判断するために合理的に

必要とされる情報が提供されず、または提供された場合であっても不十分な提

供である場合 

⑨ 買付等の条件（対価の価額・種類、対価の算定根拠、買付等の時期、買付等

の方法の適法性、買付等の実行の実現可能性、買付等の後の経営方針・事業計

画・安全政策、買付等の後における当社の他の株主様、従業員、労働組合、取

引先、顧客、地域社会その他の当社に係る利害関係者の処遇方針等を含みます。）

が当社の本源的価値（運輸事業の公共性も考慮することとします。）に鑑みて、

著しく不十分または不適当な買付等である場合 

⑩ 買付者等による買付等の後の経営方針または事業計画等の内容が不十分また

は不適当であるため、運輸事業の安全性もしくは公共性または利用者の利益の

確保に重大な支障をきたすおそれのある買付等である場合 
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（３）本新株予約権の無償割当ての概要 

本プランに基づき実施する本新株予約権の無償割当ての概要は、以下のとおりです。 

ア 新株予約権の数 

本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会または株主総会の決議（以下「本

新株予約権無償割当て決議」といいます。）において別途定める一定の日（以下「割

当期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（ただし、同時点に

おいて当社の有する当社株式の数を控除します。）と同数の本新株予約権を割り当

てます。 

イ 割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主に対し、そ

の有する当社株式１株につき本新株予約権１個の割合で、本新株予約権の無償割当

てを実施します。 

ウ 本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。 

エ 本新株予約権の目的である株式の数 

本新株予約権１個当たりの目的である当社株式の数（以下「対象株式数」といい

ます。）は、原則として１株とします。 

オ 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に

際して出資される財産の当社株式１株当たりの価額は、１円を下限とし当社株式１

株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で本新株予約権無償割当て決

議において別途定める価額とします。なお、「時価」とは、本新株予約権無償割当

て決議に先立つ90日間（取引が成立しない日を除きます。）の東京証券取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の各日の終値の平均値（気配表示を含みます。）とし、

１円未満の端数は切り上げるものとします。 

カ 本新株予約権の行使期間 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日を初日（以下、かかる行使期

間の初日を「行使期間開始日」といいます。）とし、本新株予約権無償割当て決議

において別途定める期間とします。ただし、下記ケ②のとおり、当社による本新株

予約権の取得がなされる場合には、当該取得に係る本新株予約権の行使期間は、当

該取得日の前日までとします。また、行使期間の最終日が行使に際して払い込まれ

る金銭の払込取扱場所の休業日にあたるときは、その前営業日を最終日とします。 

キ 本新株予約権の行使条件 

（Ⅰ）特定大量保有者（注10）、（Ⅱ）特定大量保有者の共同保有者および特別関

係者、（Ⅲ）特定大量買付者（注11）、（Ⅳ）特定大量買付者の共同保有者および

特別関係者、もしくは、（Ⅴ）上記（Ⅰ）ないし（Ⅳ）記載の者から本新株予約権
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を当社取締役会の承認を得ることなく譲り受けもしくは承継した者、または、（Ⅵ）

上記（Ⅰ）ないし（Ⅴ）に該当する者の関連者（注12）（以下「非適格者」と総称

します。）は、原則として本新株予約権を行使することができません。また、外国

の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非居住者も、

原則として本新株予約権を行使することができません。（ただし、非居住者のうち

当該外国の適用法令上適用除外規定が利用できる等一定の者は行使することができ

るほか、非居住者の本新株予約権も、下記ケのとおり、当社による当社株式を対価

とする取得の対象となります。） 

（注10）原則として、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株

券等所有割合が20％以上である者（当社取締役会がこれらに該当すると認

めた者を含みます。）をいいます。ただし、その者が当社の株券等を取得・

保有することが当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上に反し

ないと当社取締役会が認めた者（当社取締役会は、いつでもこれを認める

ことができるものとします。また、一定の条件のもとに当社の企業価値お

よび株主共同の利益の確保・向上に反しないと当社取締役会が認めた場合

には、当該条件が満たされている場合に限ります。）その他本新株予約権

無償割当て決議において別途定める所定の者は、特定大量所有者に該当し

ないものとします。 

（注11）原則として、公開買付によって当社が発行者である株券等（金融商品取引

法第27条の２第１項に定義するもの。）の買付等（同法第27条の２第１項

に定義するもの。）を行う旨の公告を行った者で、当該買付等の後におけ

るその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第７条第

１項に定める場合を含みます。）に係る株券等の株券等所有割合がその者

の特別関係者の株券等所有割合と合計して20％以上となる者（当社取締役

会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。ただし、そ

の者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値または株主共

同の利益の確保・向上に反しないと当社取締役会が認めた者（当社取締役

会は、いつでもこれを認めることができるものとします。ただし、一定の

条件の下に当社の企業価値または株主共同の利益に反しないと当社取締役

会が認めた場合には、当該条件が満たされている場合に限ります。）その

他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の

者は、特定大量買付者に該当しないものとします。 

（注12）ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されも

しくはその者と共同の支配下にある者（当社取締役会がこれに該当すると

認めた者を含みます。）、またはその者と協調して行動する者として当社

取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」とは、他の会社等の「財
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務および事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条

第３項に定義するもの。）をいいます。 

ク 本新株予約権の譲渡 

本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要するものと

します。 

ケ 当社による本新株予約権の取得 

① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取

得することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別

途定める日の到来日をもって、全ての本新株予約権を無償で取得することがで

きるものとします。 

② 当社は、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の者

が有する本新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使

のもの全てを取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき対象株式数に

相当する数の当社株式を交付することができるものとします。また、かかる取

得がなされた日以降に、本新株予約権を有する者のうち、非適格者以外の者が

存在すると当社取締役会が認める場合には、上記の取得がなされた日より後の

当社取締役会が定める日の到来日をもって、当該者の有する本新株予約権のう

ち当該当社取締役会の定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これ

と引換えに、本新株予約権１個につき対象株式数に相当する数の当社株式を交

付することができるものとし、その後も同様とします。なお、本新株予約権の

取得条件の詳細については、本新株予約権無償割当て決議において定めるもの

とします。 

コ 合併（合併により当社が消滅する場合に限ります。）、吸収分割、新設分割、株

式交換および株式移転の場合の新株予約権の交付 

本新株予約権無償割当て決議において、別途定めます。 

サ 新株予約権証券の発行 

本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。 

シ 法令の改正等による修正 

上記で引用する法令の規定は、平成27年５月20日現在施行されている規定を前提

としているものであり、同日以後、法令の新設または改廃により、上記各項に定め

る条項ないし用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設または

改廃の趣旨を考慮のうえ、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的

な範囲内で読み替えることができるものとします。 

（４）本プランの導入手続 

本プランの導入については、当社定款第 12条（注 13）に基づき、本定時株主総会に

おいて、本プランに記載した条件に従い本新株予約権の無償割当てに関する事項を決
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定する権限を当社取締役会に委任する旨の議案を付議し、株主様のご承認をいただく

ことを条件といたします。 

（注 13） 当社定款第 12条「本会社は、新株予約権無償割当てに関する事項について

は、取締役会の決議によるほか、株主総会の決議または株主総会の決議に

よる委任に基づく取締役会の決議により決定する。」 

（５）独立委員会の設置 

当社は、本プランの導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主様の

ために本プランの発動等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、

独立委員会を設置します。 

本プランの導入当初における独立委員会の委員は、当社および当社経営陣からの独

立性の高い当社の社外監査役１名および有識者２名から構成される予定です。（本プ

ラン導入当初における独立委員会の委員は、別紙「独立委員会委員の氏名および略歴」

のとおりです。） 

実際に買付等がなされる場合には、上記「（１）本プランに係る手続」に記載した

とおり、独立委員会が、当該買付等が当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上

を毀損するか否か等の実質的な判断を行い、当社取締役会に対して、本新株予約権の

無償割当ての実施または不実施を勧告し、（独立委員会が本新株予約権の無償割当てを

実施することが相当であると判断した場合でも、株主総会の決議を経ることが相当で

あると判断した場合には、株主総会を招集し本新株予約権の無償割当ての実施に関す

る議案を諮ることを勧告します。）当社取締役会はその判断を最大限尊重して会社法上

の決議を行うこととします。 

（６）本プランの有効期間、廃止および変更 

上記「（４）本プランの導入手続」の株主総会決議による、本プランにおける本新

株予約権の無償割当てに関する事項の決定権限の委任期間（以下「有効期間」といい

ます。）は、本定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までとします。 

ただし、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プランに係る

本新株予約権の無償割当てに関する事項の決定についての取締役会への上記委任を撤

回する旨の決議が行われた場合、または、②当社取締役会により本プランを廃止する

旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。 

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランの修正または

変更の必要がある場合（金融商品取引法その他の法令、証券取引所規則等の新設また

は改廃が行われ、かかる新設または改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等

の理由により字句の修正を行うのが適切である場合、株主様に不利益を与えない場合

等を含みます。）には、上記「（４）本プランの導入手続」の株主総会決議による委

任の趣旨に反しない範囲で、独立委員会の承認を得たうえで、本プランを修正し、ま
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たは変更する場合があります。 

当社は、本プランが廃止、修正または変更された場合には、当該廃止、修正または

変更の事実および（修正・変更の場合には）修正・変更の内容その他の事項について、

情報開示を速やかに行います。 

 

４ 本プランの合理性 

（１）買収防衛策に関する指針等の要件を充足していること 

本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・

株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を

充足し、かつ、平成20年６月30日付の企業価値研究会の「近時の諸環境の変化を踏ま

えた買収防衛策の在り方」を踏まえております。 

（２）株主意思を重視するものであること 

上記「３（４）本プランの導入手続」に記載したとおり、本プランは、当社株主総

会において本プランに係る委任決議がなされることにより導入されます。 

また、上記「３（６）本プランの有効期間、廃止および変更」にて記載したとおり、

本プランには、有効期間を約３年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、

かつ、その有効期間の満了前であっても、当社株主総会において上記の委任決議を撤

回する旨の決議が行われた場合、または当社取締役会により本プランを廃止する旨の

決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。その意

味で、本プランの消長には、株主様のご意向が反映されることとなっております。 

また、当社は取締役の任期を1年としており、定時株主総会における取締役選任を通

じて、本プランを廃止するか否かについての株主様の意思を確認できるようにしてお

ります。 

さらに、独立委員会は、本新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると

判断した場合でも、本新株予約権の無償割当てを実施することについて株主総会の決

議を経ることが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、株主総会を

招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を諮ることの勧告を行うこと

となっており、当社取締役会は、実務面を含め株主総会の開催が著しく困難な場合を

除き、速やかに株主総会を招集し、本新株予約権による無償割当ての実施に関する議

案を付議する旨決議することで、必要に応じて株主様の意思を直接確認することがで

きる仕組みになっています。 

（３）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

上記「３（５）独立委員会の設置」に記載したとおり、本プランの発動等の運用に

際しての実質的な判断は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員のみか

ら構成される独立委員会により行われることとされています。 

また、その判断の概要については株主様に情報開示をすることとされており、当社
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の企業価値および株主共同の利益の確保・向上に適うように本プランの透明な運営が

行われる仕組みが確保されています。 

（４）合理的な客観的要件の設定 

本プランは、上記「３（１） 本プランに係る手続 エ」および上記「３（２） 本新

株予約権の無償割当ての要件」にて記載したとおり、合理的な客観的要件が充足され

なければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防

止するための仕組みを確保しています。 

（５）第三者専門家の意見の取得 

上記「３（１） 本プランに係る手続 ウ ②」にて記載したとおり、買付者等が出現

すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバ

イザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言

を受けることができるものとされています。これにより、独立委員会による判断の公

正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。 

（６）デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと 

上記「３（６） 本プランの有効期間、廃止および変更」に記載したとおり、本プラ

ンは、当社の株券等を大量に買い付けた者が、自己の指名する取締役を株主総会で選

任し、かかる取締役により構成される取締役会により、これを廃止することが可能で

す。したがって、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半

数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

また、当社においては、取締役の任期を1年としており、取締役の期差任期制は採用

されていませんので、本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の

交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防

衛策）でもありません。 

 

５ 株主様への影響 

（１）本プランの導入時に株主様および投資家の皆様に与える影響 

本プランの導入時点においては、株主総会決議に基づき、本新株予約権に関する新

株予約権無償割当ての決定権限を取締役会に対して委任していただいているに過ぎず、

本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主様および投資家の皆様に直

接具体的な影響が生じることはありません。 

（２）本新株予約権の無償割当て時に株主様および投資家の皆様に与える影響 

ア 本新株予約権の無償割当ての手続および名義書換手続 

当社取締役会において、本新株予約権無償割当て決議を行った場合には、当社取

締役会は、当該決議において割当期日を定め、これを公告いたします。この場合、

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された株主様（以下「割当対象株主」

といいます。）に対し、その有する当社株式１株につき１個の本新株予約権が無償
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にて割り当てられます。割当対象株主は、本新株予約権の無償割当ての効力発生日

において、当然に本新株予約権に係る新株予約権者となるため、申込の手続等は不

要です。 

なお、一旦本新株予約権無償割当て決議がなされた場合であっても、当社は、上

記「３（１） 本プランに係る手続 エ ①」但書に記載した独立委員会の勧告を最大

限尊重し、本新株予約権の行使期間開始日の前日までに、無償割当ての効力発生前

においては本新株予約権の無償割当てを中止し、または、無償割当ての効力発生後

においては本新株予約権を無償にて取得する場合があります。これらの場合には、

１株当たりの株式の価値の希釈化は生じませんので、１株当たりの株式の価値の希

釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相

応の損害を被る可能性があります。 

イ 本新株予約権の行使の手続 

当社は、割当対象株主に対し、原則として、本新株予約権の行使請求書（行使に

係る本新株予約権の内容および数、本新株予約権を行使する日等の必要事項ならび

に株主様ご自身が本新株予約権の行使条件を充足すること等についての表明保証条

項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式によるものとします。）その

他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送付いたします。 

本新株予約権の無償割当て後、株主様においては、本新株予約権の行使期間内に、

これらの必要書類を提出したうえ、原則として、本新株予約権１個当たり１円を下

限とし、当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で当社取

締役会が本新株予約権無償割当て決議において定める行使価額に相当する金銭を払

込取扱場所に払い込むことにより、１個の本新株予約権につき原則として１株の当

社株式が発行されることになります。 

仮に、株主様が、こうした本新株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込

を行わなければ、他の株主様による本新株予約権の行使により、その所有する当社

株式が希釈化することになります。 

ただし、当社は、下記ウに記載するところに従って非適格者以外の株主様から本

新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付することがあります。当社が

かかる取得の手続を取った場合、非適格者以外の株主様は、本新株予約権の行使お

よび行使価額相当の金銭の払込をせずに当社株式を受領することとなり、その保有

する当社株式の希釈化は原則として生じません。 

ウ 当社による本新株予約権の取得の手続 

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手

続に従い、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の株主様

から本新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を交付することがあります。

この場合、かかる株主様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による
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当該本新株予約権の取得の対価として、１個の本新株予約権につき原則として１株

の当社株式を受領することになります。なお、この場合、かかる株主様には、別途、

ご自身が非適格者でないこと等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文

言を含む当社所定の書式をご提出いただくことがあります。 

エ 上記のほか、割当て方法、行使の方法および当社による取得の方法の詳細につき  

ましては、本新株予約権無償割当て決議において決定された後、株主様に対して情

報開示または通知いたしますので、当該内容をご確認ください。 

 

６ 独立委員会の概要 

（１）独立委員会は当社取締役会の決議により設置されます。 

（２）独立委員会の委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立してい

る、①当社社外取締役・社外監査役または②社外有識者のいずれかに該当する者の中

から、当社取締役会が選任します。ただし、社外有識者は、会社経営者、投資銀行業

務に精通する者、官庁出身者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者またはこれら

に準ずる者でなければならず、また、別途当社取締役会が指定する契約を当社との間

で締結した者とします。 

（３）独立委員会は、独立委員会規程に従い、本プランが独立委員会の職務として定める

職務を行います。また、独立委員会の各委員は、かかる職務の遂行にあたっては、当

社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上に資するか否かの観点からこれを行

うことを要し、自己または当社の経営陣の個人的利益をはかることを目的としてはな

らないものとします。 

（４）独立委員会委員の任期は、本定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。ただし、当社取締役会

の決議により別段の定めをした場合はこの限りでないものとします。 

（５）独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員の３分の２以上が出席し、その

過半数をもってこれを行います。ただし、やむを得ない事由があるときは、独立委員

会委員の過半数が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行うことができるもの

とします。 

（６）各独立委員会委員は、買付等がなされた場合その他いつでも独立委員会を招集する

ことができるものとします。 

（７）独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、

公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ること

ができるものとします。 

 

以  上 
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別 紙 

 

独立委員会委員の氏名および略歴 

本プラン導入当初の独立委員会の委員には、次の３名を予定しております。 

 

小林  喬（こばやし たかし） 

【略歴】 

  昭和 ９年 １月 生まれ 

  昭和４３年 ５月 富国生命保険相互会社取締役 

  平成 ３年 ４月 同社取締役社長 

  平成１０年 ７月 同社取締役会長 

  平成１４年 ６月 当社監査役（現） 

  平成１５年 ７月 富国生命保険相互会社相談役（現） 

※同氏は会社法第２条第１６号に定める社外監査役です。 

 同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

原田 明夫（はらだ あきお） 

【略歴】 

  昭和１４年１１月 生まれ 

  昭和４０年 ４月 東京地方検察庁検事任官 

  平成 ４年 ４月 盛岡地方検察庁 検事正 

  平成１０年 ６月 法務省法務事務次官 

  平成１１年１２月 東京高等検察庁 検事長 

  平成１３年 ７月 検事総長 

  平成１６年１０月 弁護士登録 

 

今城 光英（いましろ みつひで） 

【略歴】 

  昭和２４年 １月 生まれ 

  昭和５０年 ４月 財団法人運輸調査局研究員 

  平成 ２年 ４月 大東文化大学経済学部経営学科教授 

  平成１４年 ４月 同大学経営学部長 

  平成１８年 ４月 同大学副学長 

  平成２６年 ４月 同大学教授（現） 

※公益事業学会理事・日本交通学会理事を兼職しております。 
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別 添 

 

当社株式の保有状況の概要 

（平成27年３月31日現在） 

 

１ 発行可能株式総数        2,000,000,000株 

 

２ 発行済株式の総数        1,075,540,607株（自己株式7,836,517株を含む） 

 

３ 株主数                 71,550名 

 

４ 大株主（上位10名） 

株   主   名 
所有株式数 

（千株） 

持株比率 

（％） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） ５０，０４５ ４．６５ 

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口） ３３，３０９ ３．０９ 

富国生命保険相互会社 ３２，０００ ２．９７ 

株式会社みずほ銀行 ２３，２６６ ２．１６ 

日本生命保険相互会社 １７，７１２ １．６４ 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 １７，５２３ １．６２ 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＷＥＳＴ 

ＣＬＩＥＮＴ － ＴＲＥＡＴＹ ５０５２３４ 
１５，６２８ １．４５ 

株式会社埼玉りそな銀行 １２，７０８ １．１８ 

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口７） １１，２３９ １．０４ 

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口１） １１，１８３ １．０３ 

 


